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アセットマネジメン
ト

長期的かつ経営的な視点で、公共施設を管理・活用・処分する取組みのこと。

アダプト制度
アダプトとは「里親になる」の意味で、道路や公園などの一定の範囲の維持管理
を里親のように継続して行う団体を登録する制度のこと。

新たな広域連携制度
地方公共団体間で「連携協約」を締結する仕組みを活用し、連携中枢都市圏の形
成や条件不利地域における都道府県による市町村の補完、三大都市圏における水
平的・相互補完的、双務的な取組を行う制度のこと。

一般財源 使途が特定されず、どのような経費にも使用することのできる財源のこと。

医療圏
地域の医療需要に対応して医療資源の適正な配置と医療供給体制の体系化を図る
ための地域的単位のこと。

温室効果ガス

大気を構成する物質のうち、地表面から輻射される赤外線を吸収する微量物質の
こと。京都議定書では、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素
（N2O）、ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオロカーボン
（PFC）、六ふっ化硫黄（SF6）の6物質が温室効果ガスとして排出削減対象と
なっている。

開府500年
永正16（1519）年に武田信玄公の父信虎公が、つつじが崎の館を本拠地とし
て城下町の建設に着手し、甲斐の府中「甲府」が誕生してから平成31
（2019）年に500年目を迎えること。

各種交付金
国や県から交付される次の交付金のこと。
利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自
動車取得税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

仮換地指定
土地区画整理事業において、事業の施行上必要な段階で、従前の土地に代えて仮
に使用し、収益することができる一定の土地を指定し、この仮換地の位置、地積
等を権利者に通知する行為のこと。

基幹相談支援セン
ター

障がいの種別（身体障がい・知的障がい・精神障がい・難病等）に関わらず、障
がいのある人の自立支援を目的とした総合的・専門的な相談窓口のこと。

起債制限比率

地方債の発行制限に用いる比率のこと。起債制限比率が14％以上になると公債
費負担適正化計画の策定が必要となり、次に該当する団体については、原則とし
て次に掲げる地方債を許可しないものとされている。
○20％以上30％未満の団体:一般単独事業債
○30％以上の団体：一般事業債

義務的経費
地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に削減できない経費の
こと。人件費、扶助費、公債費などが義務的経費に属する。

郷育
市制施行 120 周年を記念して平成 21年10月17日に制定された「甲府きょう
いくの日（教育・共育・郷育）」の概念の一つで、市民が一体となって郷土を育
み、未来を担う子どもたちを健やかに育んでいこうとするもの。

きょういくの日

すべての市民が「教え育て、共に育ち、郷土を育む」ため、そして、思い遣る心
と生きる力をもった人となるため、市民に親しみのある市制施行記念日の10月
17日を「甲府　きょういくの日（教育・共育・郷育）」として市制施行120周
年記念式典において宣言し制定

協働
それぞれの主体となるものが、目的が共通する事業において、互いの能力や特性
を活かし、社会的役割を踏まえながら、対等・平等の立場で協力・協調して取り
組むこと。

か行
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用語解説

緊急輸送路
災害応急対策の実施に必要な物資、資機材、要員等を輸送する緊急車両が通行す
る道路のこと。

クライシスマネジメ
ント

危機を予知、予測していても、緊急事態の発生を完全に抑止することは不可能で
あることから、緊急事態が発生した場合に速やかに対応し、被害を最小限にとど
めること。

繰入金 一般会計、特別会計及び基金の間で、相互に資金運用をするもの。

クリーンエネルギー
電気や熱などに変える際、二酸化炭素や窒素酸化物などの有害物質を排出しな
い、または排出量の少ないエネルギー源のこと。自然エネルギーや再生可能エネ
ルギーとも呼ばれる。

景観形成
眺望景観、自然景観、歴史景観、都市景観などを、守り、活かし、創っていくこ
とにより、だれもが美しいと感じ、住民の誇りとなるような景観づくりを、住
民、事業者、行政が力を合わせて進めること。

経常収支比率
地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する指標で、人件費、扶助費、公債費な
どの義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税などの経常的な
収入である一般財源がどの程度充当されているかを示す比率のこと。

健康寿命 日常生活を自立して暮らせる期間のこと。

健康被害救済措置
予防接種法に基づく定期の予防接種による健康被害に対し、医療費や医療手当等
の給付を行うこと。

県支出金
県が行うべき事業を市へ委託した場合や、市が行う事業に対する補助として、県
から交付されるもの。

公共サイン
人々にまちや地域の地理、方向、施設位置などの情報を提供するための媒体とし
て、標識・案内地図・誘導板等の総称であり、 公共団体等（国、地方公共団体
および農業協同組合その他の公共的団体）が設置するもの。

公共用水域
水質汚濁防止法に規定する「河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供さ
れる水域及びこれに接続する公共溝渠、かんがい用水路その他公共の用に供され
る水路」のこと。

公債費
地方公共団体が、地方債の発行の際に定められた条件により、毎年度必要とする
元金の償還及び利子の支払いに必要とする経費のこと。

交通安全対策特別交
付金

交通反則金収入を原資として、地方公共団体が単独事業として行う道路交通安全
施設の設置及び管理に要する費用に充てるため、都道府県及び市町村に交付され
るもの。

国庫支出金
国が行うべき事業を市へ委託した場合や、市が行う事業に対する補助として国か
ら交付されるもの。

コミュニティ
人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域、およびその人々の集団の
こと。

コミュニティミック
ス

一定の日常生活圏において、多様な年齢階層の人々が居住する状況のこと。

コンパクトシティ
市街地の無秩序な拡大を図るのではなく、既存都市の中心部を有効に活用し、そ
こに多様な機能を集積させた都市の形態あるいはその構築を目指す考え方
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再生可能エネルギー
一度利用しても比較的短期間に再生が可能であり、資源が枯渇しないエネルギー
源の総称のこと。太陽光発電、風力発電、バイオマス利用、水力発電、地熱発
電、太陽熱利用、雪氷熱利用、温度差熱利用、地中熱利用等がある。

財政力指数
地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得
た数値の過去3年間の平均値をいい、地方公共団体の財政力を示す指標として用
いられる。1に近くあるいは1を超えるほど財源に余裕があるものとされる。

債務負担行為償還金
数年度にまたがって行われる事業などにおいて、契約は当該年度において行う
が、支払いは将来にわたって約束する債務負担行為における元利償還金のこと。

３R
ごみを減らすことＲｅｄｕｃｅ（リデュース）、くり返し使うことＲｅｕｓｅ
（リユース）、資源として再利用することＲｅｃｙｃｌｅ（リサイクル）という
言葉の頭文字の「３つのＲ」をとってつくられた言葉のこと。

産学金官などの連携
民間企業と大学などの研究機関及び政府や自治体が互いに協力し、連携し合って
事業や研究活動を推進すること。産学金官は金融機関を含む。

ジェネリック医薬品
先発医薬品（新薬）の特許が切れた後に販売される先発医薬品と同じ有効成分、
同じ効能・効果をもつ医薬品のこと。

市街化調整区域 市街化を抑制すべき区域のこと。

市街化区域
すでに市街地を形成している区域及びおおむね10年以内に優先的かつ計画的に
市街化を図るべき区域のこと。

仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・
バランス）

仕事と生活の両立を実現すること。住民一人ひとりがやりがいや充実感を感じな
がら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活においても、子育て
期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる状
態のこと。

市債 市が道路、公園や学校などの公共施設を整備するために発行する債券のこと。

自助・共助・公助
自助とは、個々人の自覚に基づいて自らの安全を守る行為をいう。また共助と
は、身近な地域の住民同士などで互いに助け合う行為をいう。公助とは、国・地
方自治体など公的機関による支援活動をいう。

自主防災組織
主に町内会・自治会が母体となって地域住民が連帯して自主的に防災活動を行う
任意団体のこと。

実質公債費比率

自治体財政の健全度を測るための指標で、標準的な収入に対する地方債償還金の
割合を示す。一般会計の地方債償還金のほか、下水道事業会計や病院事業会計が
支出する企業債償還金に対する一般会計からの繰出金などを加えることで、自治
体の連結債務の考え方を導入した指標になっている。地方債協議制度の下で、
18%以上の団体は、地方債発行に際し国や都道府県の許可が必要となり、25%
以上の団体は、単独事業など一定の地方債発行が制限される。

指定特定相談事業所
障がいを持つ人やその家族または障がい者等の介護を行っている人からの相談に
応じ、必要な情報の提供や、対人関係、服薬・金銭管理等といった日常生活上に
おけるさまざまな相談業務等を行う事業所のこと。

シティプロモーショ
ン

地域の魅力を自ら発見し、地域への誇りを持ち、都市の魅力を内外に向けて効果
的に情報発信することにより様々な資源（ヒト・モノ・情報）を都市に取り込
み、継続的に活用していくこと。

さ行
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指定文化財 文化財保護法・文化財保護条例で保護の対象として指定された文化財のこと。

姉妹都市
文化交流や親善を目的として結びついた都市と都市の関係を指す。友好都市、親
善都市などとも呼ばれる。

社会資本整備総合交
付金

国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に原則一括した、
地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金のこ
と。

集落営農
集落を単位として農業生産過程における一部又は全部についての共同化・統一化
に関する合意の下に実施される営農のこと。

循環型社会
廃棄物の発生抑制、循環資源の利用及び適正な処分が確保されることで、資源の
消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会のこと。

準元利償還金
一般会計等から特別会計への繰出金のうち地方債の償還の財源に充てられたもの
や一部事務組合への負担金補助金のうち組合が起こした地方債の償還の財源に充
てられたもの。

将来負担比率
特別会計、企業会計も含む全ての会計及び第三セクター等において、借入金（地
方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高の程度を指標化
し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すものである。

食缶方式
保温性の高いステンレス製の容器に、おかずや汁物を入れて各学校に給食を届け
る方式のこと。

森林施業
目的とする森林を育成するために行う造林、保育、伐採等の一連の森林に対する
人為的行為を実施すること。

森林の公益的機能
二酸化炭素吸収，化石燃料代替，表面侵食防止，表層崩壊防止，洪水緩和，水資
源貯留，水質浄化，保健・レクリエーション機能のこと。

水源かん養機能
森林の土壌が、降水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を平準化して洪水を緩和す
るとともに、川の流量を安定させる機能。また、雨水が森林土壌を通過すること
により、水質を浄化する機能のこと。

スクールガード
あらかじめ各小学校に登録した地域住民が，学校内を巡回したり，通学路などの
巡回パトロールや危険箇所の監視などを行ったりする学校安全ボランティアのこ
と。

スクールソーシャル
ワーカー

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など、生活指導上の課題に対応するため、
教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識や技術を用いて、問
題を抱える児童・生徒に支援を行う専門家のこと。

青少年ジュニアリー
ダー

青少年を地域の力で健全に育てるための諸活動において、指導的立場となる中学
生・高校生・青年のこと。

成年後見制度
認知症、知的障がいや精神障がいにより判断能力が不十分な人を、法律的に保護
し、支えるための制度のこと。

セーフティネット保
証

取引先企業の倒産、取引金融機関の破綻等に伴う貸出減少、自然災害、原材料価
格の高騰などで経営に支障が生じている中小企業者に、資金供給の円滑化を図る
ため、信用保証協会が一般保証枠とは別枠で保証を行う制度のこと。

創設管、CIP管、VP
管、石綿管

創設管…水道創設当時に布設した管、CIP管…普通鋳鉄管、VP管…塩化ビニール
管、石綿管…アスベストを含んだ管
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他会計繰出金
一般会計から、国民健康保険事業・老人保健事業･介護保険事業などの特別会計
及び水道事業･下水道事業･病院事業などの企業会計に対して、国が示す繰出ルー
ルなどの基準に基づき、必要額を拠出するもの。

タブレットPC 液晶画面を使った手書き入力やタッチパネル入力を備えたパソコンのこと。

多文化共生
国籍の異なる人々が互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうとしなが
ら、地域の構成員として共に生きていくこと。

地域医療支援病院
医療施設機能の体系化の一環として、紹介患者に対する医療提供、医療機器等の
共同利用の実施等を通じて、かかりつけ医、かかりつけ歯科医等を支援する病院
のこと。

地区計画
人々の暮らしの基礎的な「地区」を単位として、地区の特性を生かしながら道
路、公園などの地区施設の配置や建築物の形態・用途・敷地などについて、きめ
細かなルールを定める計画のこと。

地産地消 地元でとれた生産物を地元で消費すること。

地方交付税
地域によって地方税などの収入額に差があるため、標準的な行政を行うための支
出に比べ、収入が不足する地方公共団体に対し、その差額を補うために交付され
るもの。

地方債残高 地方債の元金の未償還額のこと。

地方譲与税
国が徴収した税金を客観的な基準により地方公共団体に譲与するもの。地方揮発
油譲与税、自動車重量譲与税、地方道路譲与税などがある。

地方税

地域の住民に直結した仕事をする地方公共団体の費用として納められている税金
のこと。都道府県税と市町村税がある。市町村民税には、市町村民税、固定資産
税、軽自動車税など使い道が限定されない普通税と、入湯税、都市計画税などの
使い道が限定されている目的税がある。

地域包括ケア体制
高齢者が介護や支援が必要になっても、尊厳を保ちながら、住み慣れた地域で安
心して暮らし続けられるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に
提供される体制のこと。

着地型ツアー
目的地となる各地域（＝着地） が持つ観光資源をベースに，着地側の人々が自
ら.企画・立案・実施する観光ツアーのこと。

中核市

地方自治法に定められた、人口 20 万人以上の市で政令によって指定された市の
こと。平成27年4月1日に施行された地方自治法の一部を改正する法律により、
人口20万人未満の特例市は、経過措置として5年間であれば保健所を設置するな
どの条件を満たすことにより、中核市の指定を受けることができる。

長寿命化
公共施設等の老朽化が進む中で、新しく造ることから、良好な状態で長く使うこ
とに重点を置いて、劣化や破損を未然に防ぐ予防措置により使用年数を延ばすこ
と。

低炭素社会
持続可能な経済発展を図りながら、地球温暖化の最大の原因といわれる二酸化炭
素の排出をできるだけ抑える社会のこと。

登録文化財
文化財保護法の文化財登録制度に基づき、文化財登録原簿に登録された文化財の
こと。

特定環境保全公共下
水道事業

公共下水道のうち市街化区域以外の区域において設置されるもので、その必要性
により次の3種類に大別される。①自然保護下水道、②農山漁村下水道、③簡単
な公共下水道（概ね1,000人未満の規模）

た行
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特定健康診査
40歳から74歳までの公的医療保険加入者を対象とする内臓脂肪型肥満（メタボ
リックシンドローム）に着目した生活習慣病予防のための健康診査及び保健指導
のこと。

特定妊婦
出産後の子どもの養育について、出産前において支援を行うことが特に必要と認
められる妊婦のこと。

特別支援教育支援員
障がいのある児童・生徒に対し、食事、排泄、教室の移動の補助等、学校におけ
る日常生活の介助を行ったり、発達障がいのある児童・生徒に対し、学習活動上
のサポートを行う支援員のこと。

特例市
地方自治法に定められた、人口 20 万人以上の市で政令によって指定された市の
こと。平成27年4月1日に施行された地方自治法の一部を改正する法律により、
特例市制度は廃止された。

都市計画道路
都市計画法に基づいて、あらかじめ位置・ルート・幅員などが決められた、都市
の骨格となり、まちづくりに大きく関わる道路のこと。

都市基幹公園
都市公園のうち、都市住民全般を対象に配置される比較的大規模な公園のこと。
総合公園と運動公園が該当する。

土地区画整理事業
都市計画区域内の市街地を面的に整備する代表的な市街地開発事業。土地の換地
と減歩により、公共施設を平等に出し合うことで良好な宅地を造成し、これを従
前の土地の価値に応じて公平に分配する事業のこと。

二次救急医療

主に救急車により搬送され入院が必要なケガや病気を対象とした救急医療のこ
と。これに対して、一次救急とは、車や徒歩で来院し外来の治療だけで帰宅可能
な軽症の患者を対象とした救急医療のこと。また、三次救急とは、生命に危険の
ある「重篤患者」に高度な医療を提供する救急医療のこと。

認知症
脳や身体の疾患を原因 として、記憶・認識・判断・学習などの知的機能が低下
し、自立した生活に支障が生じる状態のこと。

認定こども園

0歳から就学前の児童を対象に、教育と保育を一体的に行う施設のこと。3歳児
以上については、保護者が働いている、いないに関わらず利用できるので、保護
者の就労が変わった場合でも、通い慣れた園を継続して利用できる。また、地域
の子育て支援も行う。

認定新規就農者

農業経営を開始して5年後の目標を示した計画（青年等就農計画という）を市に
提出し、認定を受けた就農者のこと。
認定を受けると農業の担い手として位置付けられ、さまざまな支援を受けること
ができる。

認定農業者
自らの経営を計画的に改善するため、「農業経営改善計画」を作成し、市町村が
認定した農業者のこと。認定を受けるとさまざな支援を受けることができる。

農地銀行
農地を「貸したい」「借りたい」、「売りたい」「買いたい」人の情報を登録
し、農地の情報を公開することによって、農地の効率的な利用を進める制度のこ
と。

農地の流動化
経営規模を拡大したい農家や農業生産法人に対し、効率的な生産ができるように
農地の権利移動を促進すること。

ノーマライゼーショ
ン

障がいの有無に関わらず、誰もが普通に暮らせる社会こそがノーマルな社会であ
るとし、その実現に向けて様々な社会条件を整えていこうとする考え方のこと。

な行
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用語解説

バイオマス
元は生物の量を意味するが、転じて化石燃料を除いた生物由来の有機エネル
ギー、資源を指す。例えば、食品残渣（生ごみ）、剪定枝（枝の切りくず）、家
畜ふん尿等がこれにあたる。

標準財政規模
地方公共団体が標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模の
こと。

富栄養化
湖沼など停滞水域中に含まれる窒素や燐など栄養塩濃度が高まった結果、それら
を取り込み成長する植物プランクトン等の生物の活動が活発化し、異常増殖を起
こす現象のこと。

複式学級
同一学年の児童生徒をもって編成する「単式学級」に対し、複数学年の児童生徒
から編成される学級のこと。

ブランド化・ブラン
ド力

多数の人々の支持を得て、確立された優位性を持つイメージとして認知されるこ
と。また、その評価や価値の高さなどをいう。

放課後子供教室
放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して、児童の安全で安心な活動拠点
（居場所）を設け、児童に学習活動やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との交
流活動などを実施する事業のこと。

放課後児童クラブ
保護者の就労などで昼間に留守になっている家庭の小学生児童を対象に、放課後
や夏休みなどに家庭に代わる生活の場を確保し、支援員が適切な遊びや指導を行
うことで、その児童の健全育成を図る事業のこと。

防災リーダー
甲府市防災リーダー指導育成研修会を修了した者で、自主防災組織の活動を効果
的に実践するために必要な調整や誘導などを行う、地域の自主防災活動の中心と
なる人のこと。

ポピュレーションア
プローチ

疾患を発生しやすい高いリスクの住民を対象に絞り込んで対処するハイリスクア
プローチに対して、対象を限定せずに地域住民全体へ働きかけることで、地域全
体としてリスクを低減する取組のこと。

まち・ひと・しごと
創生総合戦略

急激な少子高齢化の進展に的確に対応し、日本全体、特に地方の人口の減少に歯
止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域
で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくた
め、5か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめたもの。

まなび奨励ポイント
制度

市民の生涯学習活動を支援するとともに、さらなる生涯学習への参加意識の醸成
を図ることを目的として、公民館主催講座や学級への参加、図書館や公民館図書
室から図書を借りた場合などに、生涯学習活動の成果として「まなび奨励ポイン
ト」を付与する制度のこと。

マネジメントサイク
ル

計画（Plan）→実行（Do）→評価（Check）→改善（Action）のPDCAサイク
ルをいう。PDCAサイクルとは、プロジェクトの実行に際し、「計画をたて
（Plan）、実行し（Do）、その評価（Check）にもとづいて改善（Action）を
行うという工程を継続的に繰り返す」仕組み（考え方）のこと。

マモルメール
希望した保護者や安全ボランティアがインターネットを通じて、学校からの緊急
情報等を携帯電話やパソコンのあらかじめ登録したメールアドレスで受け取るこ
とができるシステムのこと。

無線LAN
電波でデータの送受信を行う構内通信網（LAN：Local Area Network）のこ
と。

優良農地
一団のまとまりのある農地や農業生産基盤整備事業の対象となった農地等の良好
な営農条件を備えている農地のこと。

は行

ま行

や行
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用語解説

よっちゃばれ放談会

市民の声を原点とした市政創りとともに、参画と協働によるまちづくりの推進を
図るため、テーマごとの直接の当事者をはじめ、テーマに係わる団体や一般公募
により選ばれた人などから、意見や課題を聴き事業展開の参考とする取組のこ
と。

ライフサイクルコス
ト

計画から、施設の設計、建設、維持管理、運営、修繕、事業終了までの事業全体
にわたり必要なコストのこと。

リスクマネジメント
日常において危機を予測し、防止策を講じることにより、発生の確率を低くす
る、又は発生しても損失等を少なくすること。

リピーター
買い物・食事・宿泊・旅行などで、同じ店やホテルや観光地を何度も利用したり
訪れたりする人のこと。

リノベーション
既存の建物に改修工事を行い、用途や機能を変更して性能を向上させたり価値を
高めたりすること。

ローリング方式
現実と長期計画のズレを埋めるために、施策・事業の見直しや部分的な修正を、
毎年転がすように定期的に行っていく手法のこと。

ＤＶ
ドメスティック・バイオレンス（domestic violence）の略語。配偶者（元配偶
者）や恋人など親密な間柄でふるわれる暴力のこと。

ICT
情報通信技術（Information and Communication Technology）の略。コン
ピュータやデータ通信に関する技術を総称的に表す語のこと。

NPO
Non-Profit Organizationの略で、非営利組織を意味する。政府や私企業とは独
立した存在として、住民・民間の支援のもとで社会的な公益活動を行う組織・団
体のこと。

PFI
Private Finance Initiativeの略で、従来，公共部門によって行われてきた公共施
設等の建設，設計，維持管理，運営等を民間の資金，経営能力，技術的能力を活
用して行う事業手法のこと。

SNS
 Social Networking Service の略であり、社会的ネットワークをインターネッ
ト上で構築するサービスのこと。

UJIターン

大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称のこと。一般に、Uターンとは都
市等で生活している人が郷里に戻って定住すること、Jターンとは郷里まで戻ら
ず途中あるいは同じ県内の都市などへ移住すること、Iターンとは郷里以外の都市
等へ移住することをいう。

Windows vista MicrosoftによってWindows XPの後継として開発された基本ソフトのこと。

ら行

A～（アルファべト）
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